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第Ⅰ部 共通編 

 本ガイドは、「第Ⅰ部：共通編」、「第Ⅱ部：オープンデータ化促進編」、「第Ⅲ部：二次利

用促進編」の 3 部から構成される。第Ⅰ部共通編は、オープンデータガイドに準拠し、社会

資本情報のオープンデータ化・二次利用促進のためのガイドを使用するための基本事項につい

て解説する。 

なお、データのオープンデータ化について、本ガイドラインに記載のないものは、「オープ

ンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）

を参照すること。 

 

1.  本ガイドについて 

 本ガイドの目的 1.1

「社会資本情報のオープンデータ化・二次利用促進ガイドのためのガイド」（以下、「本ガ

イド」という。）は、主に地方公共団体（以下、「自治体」という。）が社会資本情報をオー

プンデータとして提供する際に基本とすべき事項、また事業者等がオープンデータ化された

社会資本情報を二次利用する際に基本とすべき事項を示すことを目的とする。 

なお、本ガイドは、道路関係以外の社会資本分野におけるオープンデータ化の際にも、参

考となる内容の記述に配慮している。 

 

 

 本ガイド策定の背景 1.2

 国や自治体などが作成・保有する社会資本情報は、国民生活と密接に関係しているもの

であり、そのオープンデータ化が促進され、二次利用が推進されることで、社会・経済の

活動の効率化、市民生活の利便性・安全性の向上、新たなサービスの創出に役立つことが

期待される。 

これを踏まえ、本ガイドは、総務省が平成 25 年度に実施した「情報流通連携基盤の社

会資本情報における実証」で得られた知見や成果を元に、主に自治体が社会資本情報（主

に道路関係情報）をオープンデータ化する際に基本とすべき事項、また事業者等がオープ

ンデータ化された社会資本情報を二次利用する際に基本とすべき事項を示すことにより、

社会資本情報のオープンデータ化の推進、二次利用を促進することを狙いとしている。 

 

 

 本ガイドで使用する用語の定義 1.3

・オープンデータ 

営利目的も含めた二次利用が可能な利用ルールで公開された、機械判別に適したデータ形

式でのデータである。 

 

 社会資本情報 ה
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本ガイドにおいては、道路や道路関連施設等に関する、設計前提データ、構造物データ（総

称して、「道路関係情報」と呼ぶ。）のことをいう。正確には「社会資本情報（道路関係情報）」

と記述すべきであるが、煩雑さを避けるために単に「社会資本情報」と記述する。 

 

 社会資本情報提供者 ה

「自ら保有する社会資本情報を、直接的または間接的に、媒体（電子、紙）を通して外部

に公開している主体」と定義する（通常は公開していないが要求に応じて公開している主

体を含む）。 

 

 社会資本情報サービス ה

「社会資本情報提供者から提供される社会資本情報をもとに、それに付加価値をつけた

サービス」と定義する。具体的には、プラットフォーム提供サービス、情報コンテンツ提

供サービス、付加価値サービスなどを想定する。 

なお、社会資本情報サービスには、社会資本情報と他の領域のソースデータ（地理空間

メッシュデータ、地質・地形図データ、他の社会資本データ、経済社会データ、気象デー

タ等）を組み合わせた、「データ連携／データマッシュアップ」によって生み出される、

新しいタイプの高付加価値サービスも対象とする。 

 

 社会資本情報サービス事業者 ה

「社会資本情報サービスを市場において提供している事業者」と定義する。また、社会

資本情報サービス事業者は、自ら保有する社会資本情報を、サービス主体となって利用者

に対して提供する自治体等の行政機関を含むものとする。なお、社会資本情報サービス事

業者が、自治体から入手したデータを加工し、その加工データを提供する場合には、社会

資本情報提供者として位置づけられる。 

 

 社会資本情報サービス利用者 ה

「社会資本情報サービス事業者から提供される、社会資本情報サービスを利用する主体」

と定義する。 

 

 社会資本情報の一次利用 ה

「社会資本情報を保有する自治体等が、内部での業務利用を目的として保有情報を利用

すること」と定義する。 

 

 社会資本情報の二次利用 ה

「社会資本情報提供者の提供したデータを基に、社会資本情報サービス事業者・社会資

本情報サービス利用者が何らかの編集・加工・改変等を行い、新たなデータを作成するこ

とや、社会資本情報提供者の提供したデータの単なる複製や再配布を行うこと」と定義す

る。 
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以上のように定義される社会資本情報に関連する主体間の相互関係を、図表Ⅰ―１に示

す。 

図表Ⅰ－１ 社会資本情報に関連する主体間の関係 

 

 

ASP ה ・SaaS  

ASP （Application Service Provider ）及び SaaS （Software as a Service ）は、

基本的なビジネスモデルに大きな差異はないと考えられることから、「ASP ・SaaS 」と

連ねて呼称することとし、ここでは、ネットワークを通じて、アプリケーション・ソフト

ウェア及びそれに付随するサービスを利用させること、あるいは、そのようなサービスを

提供するビジネスモデルをいう。 

 

ASP ה ・SaaS 事業者 

ASP ・SaaS を行う事業者及び団体等である。ここでは、行政機関等の情報提供者か

ら委託を受けて防災関連システムの運用を行っているベンダーや防災関連情報等を提供

するポータルサイト運営事業者をいう。 

 

マッシュアップ（Mash up ה ） 

社会資本情報サービス事業者及び社会資本情報サービス利用者が、複数の社会資本情報

提供者の提供したデータ同士や、自らの保有するデータを組み合わせて、新たなデータを
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作成すること。 

 

 

 本ガイドの想定利用者 1.4

本ガイドの想定利用者は、社会資本情報提供者となりうる国・自治体等及び社会資本情報

サービス事業者（特に ASP ・SaaS ・クラウド事業者）等の民間事業者を対象としている。

また、二次利用により提供されるデータを利用して、さらにサービスを提供する（ｎ次利用

を想定）社会資本情報サービス事業者も、本ガイドの利用者として想定している。 

特に「第Ⅱ部：オープンデータ化促進編」は、自治体等の社会資本情報提供者が、社会資

本情報の管理・提供にあたって使用することを想定している。 

「第Ⅲ部：二次利用促進編」は、社会資本情報サービス事業者が、社会資本情報提供者か

ら提供される情報を基に、社会資本情報の二次利用を行い、社会資本情報サービス利用者へ

提供するにあたって使用することを想定している。 

 

 

 ガイドの対象範囲 1.5

(1)  対象とする社会資本 

本ガイドは、「社会資本分野におけるデータガバナンスガイド」（平成 24 年 7 月、総

務省）に示される社会資本の分類の中で「ユーティリティ施設」の「道路」を主な対象と

している。 

図表Ⅰ－2  社会資本の分類と具体例 

区分 社会資本の例 

ユーティリティ施設 道路、港湾、空港 

生活環境施設 上水道、下水道、廃棄物処理施設、終末処理施設、公園、公営住宅 

厚生福祉施設 国公立病院、保健所、社会福祉施設、児童福祉施設、労働福祉施設 

文教施設 
国公立学校（幼稚園～大学、各種学校）、社会教育施設、職業訓練施設、

図書館 

国土保全施設 治山・治水関連施設 

その他 庁舎等、農林漁業施設、公共工業用水道 

（注）○主として国および地方公共団体等が保有するもの 

○民間の社会資本事業者が保有する鉄道、電力、ガス、通信事業に関わるものは対象外 

○原則として各種構造物としての社会資本であり、情報資産（特許情報等）のような広義

の社会資本は対象外 

（出所）「社会資本分野におけるデータガバナンスガイド」（平成 24 年 7 月、総務省） 

 

(2)  対象とするデータ 

本ガイドが対象とするデータは、「設計前提データ」及び「構造物データ」とする。「設

計前提データ」とは、地形や地盤情報等の道路等の構造物の設計や施工時の前提となる
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データを指す。「構造物データ」とは、道路の線形や幅員、橋梁の構造等のデータを指す。 

 

 

 関連するガイド等 1.6

本ガイドと密接な関連を有するガイドとして、以下のものが挙げられる。 

「オープンデータガイド第１版」 

平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム 

「二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）」 

平成 25 年 6 月 25 日、各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定 

「電子自治体の取組みを加速するための 10 の指針」 

平成 26 年 3 月 24 日、総務省 

特に、社会資本情報のオープンデータ化の推進にあたっては、公共データのオープン

データ化における利用ルールと技術について記載されている「オープンデータガイド第

１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）を、本ガイ

ドと合わせて参照されたい。 

また、国におけるオープンデータ化の基本的考え方や方法を知りたい場合には、「二

次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）」を参

照されたい。 

なお詳細については、それぞれのガイド等を参照すること。 
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２．オープンデータの意義と実態について 

1.1  オープンデータの背景、意義・目的 

(1)  オープンデータの背景 

国においては、オープンガバメントから取組みが始まり、2012 年 7 月 4 日に高度情報通

信ネットワーク社会推進戦略本部で決定された「電子行政オープンデータ戦略」を契機として、

オープンデータに関する取組みが急速に進んでいる（図表 Ⅰ- 図表 Ⅰ- ３）。 

2013 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」や「世界最先端 IT 国家創造宣言」

においても、オープンデータは重要な政策の一つとして取り上げられている。 

 

図表 Ⅰ- ３ オープンデータに関する政府等の主な動向 

年月 名称・URL  位置づけ 

2009.10.14  電子経済産業省アイディアボックス公開 経済産業省 

2010.07.29  「オープン・ガバメント・ラボ」公開 

http://www.openlabs.go.jp/  

経済産業省 

2011.03.15

～現在 

東京電力の計画停電、電力データ公開 東京電力 

2011.0701  「データボックス」公開 

http://databox.openlabs.go.jp/  

経済産業省 

2012.01.17  復旧・復興支援制度データベース（制度のオープン化） 

https://www.r - assistance.go.jp/  

内閣官房、復興庁、経済産業省 

2012.07.04  電子行政オープンデータ戦略 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei

.html  

高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部決定 

2012.07.27  オープンデータ流通推進コンソーシアムの設立 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s - ne

ws/01ryutsu02_02000047.html  

オープンデータ流通推進コン

ソーシアム 

2012.09 ～ 

   現在 

オープンデータ実証実験（情報流通連携基盤の開発等） 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ict

seisaku/ictriyou/opendata/opendata03.ht

ml  

総務省 

2013.01.18  「Open DATA METI 」（β版）公開 

http://datameti.go.jp/  

経済産業省 

2013.03.28  電子行政オープンデータ実務者会議設置 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/  

高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部決定 

（ 2012.11.30 ～

2013.03.27 は企画委員会の

下に設置） 

2013.04.19  情報通信白書及び情報通信統計データベースのオープン

データ化 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/open.ht

ml 

総務省 

2013.06.10  

～順次試行 

統計におけるオープンデータの高度化 

（API 機能の提供、統計 GIS 機能の強化等） 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s - news/01t

oukei01_02000024.html  

総務省統計局、独立行政法人統

計センター 

2013.06.14  日本再興戦略 

（公共データの民間開放と革新的電子行政サービスの構

築） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/s

aikou_jpn.pdf  

閣議決定 
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年月 名称・URL  位置づけ 

2013.06.14  世界最先端 IT 国家創造宣言 

（オープンデータ・ビッグデータの活用の推進） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20

130614/siryou1.pdf  

閣議決定 

2013.06.14  電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ 

http://www.kantei.go.jp/j p/singi/it2/kettei/pdf/20

130614/siryou3.pdf  

高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部決定 

2013.06.18  オープンデータ憲章 

（原文） 

https://www.gov.uk/government/publications/op

en - data - charter  

（邦訳） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page23_000

044.html  

G8 サミット（英国ロック・

アーン）での合意 

2013.06.25  二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本

的考え方（ガイドライン） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai52/kih

on.pdf  

各府省情報化統括責任者（ＣＩ

Ｏ）連絡会議決定 

2013.10.29  日本のオープンデータ憲章アクションプラン 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai53/pla

n_jp.pdf  

各府省情報化統括責任者（ＣＩ

Ｏ）連絡会議決定 

2013.12.20  政府データカタログサイト試行版「DATA.GO.JP 」公開 

http:/ / data.go.jp/  

内閣官房 

20 14 .04.25  電子行政分野におけるオープンな利用環境整備に向けた

アクションプラン 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai56/sei

bi2.pdf  

各府省情報化統括責任者（ＣＩ

Ｏ）連絡会議決定 

201 4 .07 .31  オープンデータガイド  第１版 オープンデータ流通推進コン

ソーシアム 

（出所）「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推

進コンソーシアム）より作成 

 

(2)  オープンデータの意義・目的 

電子行政オープンデータ戦略 （平成 24 年 7 月 4 日 高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部 決定）において、オープンデータの意義・目的について、以下の 3 点が挙

げられている1 。 

 

   ■透明性・信頼性の向上 

■国民参加・官民協働の推進 

■経済の活性化・行政の効率化 

 

また、これを受けてから「二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考

え方（ガイドライン）」（平成 25 年 6 月 25 日、各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連

絡会議決定）において、オープンデータの意義として次の３点が挙げられている。 

 

                                                   
1 脚注 3 に同じ 
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■経済の活性化、新事業の創出 

データ収集や各種コードによるデータの横断的利用が機械で自動的に可能になる

ことからコスト圧縮ができ、新しいサービスを提供するビジネスが可能となる。（例

えば、気象、地質、交通その他の観測・調査データのような専門的データを収集・分

析してビジネスに活用するなど） 

■官民協働による公共サービス（防災、減災を含む。）の実現 

複数の行政機関や民間のデータを組み合わせることで、民間からも、生活利便を高

めるサービスや災害時に有用なサービスを提供できる。（例えば、子育て、教育、医

療、福祉等の身近な公共サービスの内容、品質等を利用者に分かりやすく示す、災害

時に迅速に複数の情報を組み合わせた情報発信が可能となるなど） 

■行政の透明性・信頼性の向上 

政策・事業に関する計画、決定過程、決定内容、結果等について、横断的に検索・集

計・比較することで、政策の変化・特徴の把握や、政策の妥当性の理解・評価ができる。

（例えば、補助金や政府支出について、府省、分野、地域、支出先等別に分析するなど） 

 

ア「オープンデータ」と言えるための条件と定義 

オープンデータの定義は、「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オー

プンデータ流通推進コンソーシアム）による定義を引用すると、次のとおりである。 

『「オープンデータ」とは、「営利目的も含めた二次利用が可能な利用ルールで公開」され

た、「機械判読に適したデータ形式のデータ」である。』 

 

(ⅰ) 営利目的も含めた二次利用が可能な利用ルールで公開されたデータであること 

二次利用が可能な利用ルールについて、データ所有者が予め許諾していることを明示するこ

とが必要となる。例えば、著作物には著作権が発生するが、二次利用を広く認めるには、その

著作権の不行使を予め宣言しておくことが求められる。他方、各府省のホームページの利用条

件を見てみると、無断での改変を禁じているものや、数値データ等、著作物に該当しないデー

タについて、著作権の対象であるような包括的な表現となっている場合もあった。しかし、平

成 26 年 6 月 19 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議で、各府省のホームページにお

いては、「政府標準利用規約（第１.0 版）」を適用することが決定した。これにより、各府省

のホームページにおいて、二次利用が可能な利用ルールの明文化がされた。「政府標準利用規

約（第１.0 版）」については、「オープンデータ化ガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オー

プンデータ流通推進コンソーシアム）を参照すること。 

 

(ⅱ)機械判読に適したデータ形式であること 

コンピュータが自動的にデータを再利用するためには、コンピュータが、当該データの

論理的な構造を識別（判読）でき、構造中の値（表の中に入っている数値、テキスト等）

が処理できるようになっていることが必要となる。機械判読が容易なデータ形式には、い

くつかの段階があるが、画像ファイルや PDF 等の形式では、コンピュータプログラムが

その中のデータを識別することは困難となり、二次利用をするためには、人手による再入
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力が必要となる。例えば、東日本大震災発生時には、行政の保有する避難所情報などの震

災関連情報を地図データ等を利用して広く周知させようとしても、データの形式の問題で

人手によって再入力しなければならないなど、情報の集約や二次利用に多くの時間と手間

が必要とされるケースが散見された。 

 

イ オープンデータの 5 つの段階とデータ形式 

オープンデータは、機械判読の容易性、著作権等の扱いにより、その開放性の程度が異なっ

ている。これを、便宜的に 5 段階で示すと図表Ⅰ－４のようになる。 

図表Ⅰ－４ 「オープンデータの５つの段階」とデータ形式 

 

 機械可読性に関する指標 主な該当するファイル形式 

★ オープンなライセンスで提供されて

いる（データ形式は問わない／画像や

PDF 等のデータでも可） 

PDF ・GIF・JPEG  等 

★★ 構造化されたデータとして公開され

ている（Excel や Word 等のデータ） 

.xls （ Microsoft Excel 形

式）・.doc （Microsoft Word

形式）・shape  等 

★★★ 非独占の（標準化された）形式で公開

されている（CSV 等のデータ） 

CSV ・HTML ・Open 

Document （.odt ・.ods ）・ 

Office Open XML （.docx  

・.xlsx）・KML ・GML  等 

★★★★ 物事の識別にURI を利用している（他

のデータから参照できる） 

RDF/XML, RDF/JSON, 

JSON - LD  

Notation3, Turtle 等の RDF

形式 

★★★★★ 他 の デ ー タ に リ ン ク し て い る

（Linked Open Data ） 

（出所）「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年７月 31 日、オープンデータ流通推進コンソー

シアム）より作成 
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第 II部 オープンデータ化促進編 

 第Ⅱ部オープンデータ化促進編では、オープンデータ化を促進するために、オープンデータ

を活用することによる社会的意義や事例等を紹介するとともに、オープンデータ化のための基

本事項を解説する。 

 

1  社会資本情報のオープンデータ化の意義について 

1.1  社会資本情報のオープンデータ化と利用促進の意義 

(1)  社会、経済活動の効率化 

 道路等の社会資本は我が国の社会、経済活動と密接に関わっており、社会資本情報をオー  

プンデータ化することで、これらの社会、経済活動の効率化に繋がる可能性がある。 

例えば、大型の車両を利用する運送事業者は、経路が通行可能であるかを事前に確認す

る必要があるが、道路幅員の情報や工事個所の情報がオープンデータ化されれば、経路確

認の負荷を低減させられると考えられる。 

 

(2)  市民生活の利便性・安全性の向上 

 社会資本情報は、生活・福祉、防災・減災、産業振興等の施策展開に不可欠な情報であ

る。このため、社会資本情報をこれらの施策分野の情報とともにオープンデータとして提供

することによって、情報の利用者側によるマッシュアップを通して、市民生活の利便性・安

全性の向上につながる可能性がある。 

例えば、車椅子で利用できる移動経路や公共施設を示したバリアフリーマップ、災害時の

避難所・避難経路マップ等のアプリケーションができることによって、市民生活の利便性

や安全性が高まる。 

 

(3)  新たなマーケティング手法やサービスの創出 

 道路等の社会資本に関する蓄積データは膨大であり、それらの分析や、地図情報等との

組み合わせにより、産業活動面において新たなマーケティング手法やサービスの創出促進に

繋がる可能性がある。 

例えば、社会資本の建設年次や工法、工事施工の履歴といった情報を地図情報と重ね合わ

せ可視化することで、地域間の比較や、過去の推移が把握でき、今後の工事発注の予測等に

利用できるマーケティングデータの提供サービスが一例として挙げられる。 

 

(4)  都市計画や都市づくりへの住民参画の促進 

 社会資本情報のオープンデータ化は、自治体が立案・実行する都市計画に対し地域住民

が意見やニーズを反映できる機会、また実際の都市づくりへ住民の持つ情報を積極的に活用

する機会などを増大させる可能性がある。 

例えば、イギリスの王立英国建築家協会では、自治体や市民などの様々な主体が有する

データを組み合わせて整理し、それを都市計画に活用する実験的取組を行っている。また、
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カナダのエドモント市では、市民のツイッター情報を取り込んだ渋滞や道路工事情報など

の提供を行っている。 
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2  社会資本情報のオープンデータ化の状況 

2.1  社会資本情報の提供者と保有データ 

(1)  自治体保有データのオープンデータ化の現状 

自治体では、道路法の規定により作成が定められている道路台帳を管理している。道路

台帳は調書と図面から構成されており、調書は道路の路線名や起点、終点、共用開始の区

間や年月日、道路の面積といった基本的な情報を整理するもので、道路法施行規則により

その様式が定められている（図表Ⅱ－１、２）。図面は道路幅員や側溝の寸法等示した平

面図（道路が立体的区域の場合は平面図に加えて、縦断図及び横断定規図）であり、縮尺

は千分の一以上と定められている。 

なお、実際に自治体が作成・管理している道路台帳調書（データベース）に記載されて

いる事項は、図表Ⅱ－３、４（埼玉県の事例）に示されるとおり非常に多くの項目にわたっ

ている。 

 

図表Ⅱ－１ 道路台帳の調書に記載される事項（道路法施行規則） 

 

（出所）道路法施行規則（昭和二十七年八月一日建設省令第二十五号） 

  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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図表Ⅱ－２ 道路台帳の図面に記載される事項（道路法施行規則） 

 

（出所）道路法施行規則（昭和二十七年八月一日建設省令第二十五号） 

  

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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13

14

15

16

17
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図表Ⅱ－３ 自治体における道路台帳調書に記載されている事項（埼玉県の事例） 

＜区間マスターファイル（基本）を掲載＞ 

 

（出所）「埼玉県道路台帳作成要領」平成 24 年 4 月 より抜粋 



15 

図表Ⅱ－４ 自治体における道路台帳調書に記載されている事項（埼玉県の事例） 

＜区間マスターファイルの（延長・面積）を掲載＞ 

 

（出所）「埼玉県道路台帳作成要領」平成 24 年 4 月 より抜粋 
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(2)   高速道路会社 

全国の高速道路会社やその関連企業においても、管理している道路や橋梁、トンネル、

その他施設に関する諸元や点検情報がとりまとめられ、データベース管理が行われている。 

 

 

2.2  自治体における社会資本情報のオープンデータ化の現状 

 自治体においてもオープンデータの取組は急速に増えつつある。平成 26 年３月現在で、

20 を超える自治体が、オープンデータの取組を始めている（図表Ⅰ－５）。他の自治体にお

いてもオープンデータへの関心は極めて高く、今後はこうした潜在的な取組の動きがより顕

在化していくと推測される。 

代表的な事例を挙げると、県では、静岡県の「ふじのくにオープンデータカタログ」が先

導的な取組として注目されている。市では、室蘭市、横手市、会津若松市、流山市、横浜市、

鯖江市、坂井市、福岡市、武雄市などがオープンデータ化の取組を積極的に進めている。ま

た、複数の市が連携した取組もみられる。武雄市、千葉市、奈良市、福岡市による「ビッグ

データ・オープンデータ活用推進協議会」が先駆的事例として挙げられる。 

以上のような自治体におけるオープンデータ化の推進に向けて、国（総務省）では、「電

子自治体の取組みを加速するための 10 の指針」（平成 26 年 3 月 24 日、総務省）を作成

し公表した。その中で、「【指針 7 】オープンデータの推進に向けて、地方公共団体が保有す

るデータに対するニーズの精査及び推進体制の整備」が示されており、「地方公共団体は、（中

略）、国のオープンデータ戦略等と十分に連携を図り、ニーズの高いデータについて精査を

行ない、部局間情報連携・情報公開体制の充実を行なうこと」とされている。こうした国の

施策により、自治体のオープンデータの取組は、一層加速化されていくと推測される。 
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図表Ⅱ－５ オープンデータの取組（Web サイトによるデータ提供）を行なっている自治体 

 

 

 

2.3  社会資本情報の公開／オープンデータ化の状況と入手方法 

道路台帳は、二次利用しやすい形となっていないためオープンデータ化とは異なる。道路

台帳の公開は道路法により定められており、誰でも閲覧可能であるが、建築確認申請時の接

道幅員の確認等の目的で閲覧されることが多い（図表Ⅱ－６）。 

閲覧の方法としては、各自治体の窓口に出向き、紙媒体を直接閲覧する（インターネット

上では閲覧できない）ケースがほとんどである。ただし、最近一部の自治体（横浜市、港区

等）で、Web 上での閲覧が可能となっている。 

道路台帳は近年電子化が進んでおり、総務省自治行政局地域情報政策室が実施した地方自

治情報管理概要（平成 25 年 4 月 1 日現在）によれば、都道府県では 72.3 ％、市町村では

53.5 ％が道路台帳を電子化している。 

なお、自治体によっては道路台帳以外にも、橋梁の諸元や点検状況をとりまとめた橋梁台

帳や、その他の道路関連施設（道路標識や道路照明等）のための管理台帳等を有しているが、

これらは道路台帳と異なり、各自治体によってその様式や管理方法は様々である。 

また、橋梁長寿命化計画や道路維持管理計画等の各自治体が点検結果等をもとに作成した

将来計画も公開されている。 

 

URL

1 http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2260/odlib.php

2 http://www.city.yokote.lg.jp/sub01/cat8903.html

3 http://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2009122400048/

4 http://www.city.maebashi.gunma.jp/sisei/499/509/p012146.html

5 http://www.city.kita.tokyo.jp/cgi-bin/search/digital.cgi?search=1

6 http://www.city.chiba.jp/somu/joho/kaikaku/opendataportal_preview.html

http://www.city.nagareyama.chiba.jp/10763/index.html

http://www.nagareyamagikai.jp/bunya/basic-data/

8 http://data.yokohamaopendata.jp/

9 http://www.city.yokohama.lg.jp/kanazawa/kz-opendata/

10 http://open-data.pref.shizuoka.jp/index.php?action=pages_view_main

11 http://www.city.susono.shizuoka.jp/ma/organization/susono-open-data.php

12 http://www.pref.gifu.lg.jp/soshiki/shoko-rodo/joho-sangyo/gifu-opendata-library.html

13 http://www4.city.kanazawa.lg.jp/11010/opendata/

14 http://www.city.nonoichi.lg.jp/shiminkyoudou/opendata/opendata_top.html

15 http://www.town.uchinada.lg.jp/webapps/www/service/detail.jsp?id=7789

16 http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/opendata/

17 http://www.city.fukui-sakai.lg.jp/useful/p004787.html

18 http://www.city.fukui.lg.jp/sisei/tokei/opendata/opengov.html

19 http://www.city.sabae.fukui.jp/pageview.html?id=11552

20 http://www.city.echizen.lg.jp/office/010/010/open-data-echizen.html

21 http://www.city.tsuruga.lg.jp/sypher/www/info/detail.jsp?id=11568

22 http://ntoukei.city.matsue.shimane.jp/

23 http://www.city.fukuoka.lg.jp/soki/joho/shisei/BDODkyougikai_sampledata.html

24 http://www.city.takeo.lg.jp/toukei/index.html

7
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図表Ⅱ－６ 道路台帳の調製・保管・閲覧に関する規定（道路法） 

道路法 （昭和二十七年六月十日法律第百八十号） 

（道路台帳） 

第二十八条  1 道路管理者は、その管理する道路台帳（以下本条において「道路台帳」

という。）を調製し、これを保管しなければならない。 

2 道路台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事項は、国

土交通省令で定める。 

3 道路管理者は、道路台帳の閲覧を求められた場合においては、これを

拒むことができない。 
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3  社会資本情報提供者におけるオープンデータ化に向けた基本事項 

以下では、社会資本情報提供者が、保有する社会資本情報をオープンデータ化するにあたっ

ての基本事項等を示している。 

 

3.1  自治体のオープンデータ化の基本的な行動フロー 

自治体が、オープンデータ化を実施するにあたっての基本的な行動フローは、オープン

データ流通推進コンソーシアム策定の「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31

日）において、推奨されるオープンデータの作成・公開手順が示されているが、、社会資本

情報をオープンデータ化する自治体向けの行動フローを図表Ⅱ－７に示す。自治体のオープ

ンデータ化に向けては、トップダウン型、課題解決型（ボトムアップ型）などの事前の取組

アプローチが想定されるが、自治体として統一的・効率的にオープンデータ化を推進するた

めには、このような基本的な行動フローを参考にして進めることが考えられる。 

 

図表Ⅱ－７ 社会資本情報オープンデータ化の基本的な行動フロー （出所）ASPIC 作成 
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（自治体全体、担当部署等の様々な 

レベルでの方針） 

 

 

住民への広報・広聴 

住民との協働 

 

 

 

 

庁内調整・合意形成 
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（組織・人員・権限・予算） 

オープンデータ管理・運用の実行 

・全体業務管理 
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・セキュリティ、リスク管理 
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オープンデータ化された社会資本情報の提供 

【オープンデータのシステム・ルール開発】 
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官民連携 
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化業務フローの

作成 

オープンデータ要件定義の実行 
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内部規約・利用

規約の作成 

オープンデータ

技術仕様の作成 

 

オープンデータ提供システム構築 

（データベース、公開サイト等） 
オープンデータ

利用規約公開 
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3.2  基本方針と合意形成に係る基本事項 

自治体等が社会資本情報をオープンデータ化するにあたっての基本方針の決定及び合意形

成の方法に関連する基本事項としては、次の点が挙げられる。 

 

【基本方針の決定】 

(1) オープンデータとして備えるべき基本的要件  

オープンデータの定義は前述したとおりであり、社会資本情報のオープンデータ化の実行に

際しては、まず定義に沿ったデータの要件を備えることに留意する必要がある。 

 

(2) オープンデータ化の範囲想定 

オープンデータ化の対象となる社会資本情報の範囲については、以下に示されているオープ

ンデータの理念（図表Ⅱ－8 ）にしたがって、原則公開可能な情報については、全てオープン

データ化するという考え方を持つことが望ましい。 

 

図表Ⅱ－８ オープンデータの対象となる情報の公開の理念 

オープンデータの効果は、大量・多様な横断的利用や組み合わせによりもたらされること

から、横断的利用や組み合わせができるデータを増やすことが重要であり、これまでイン

ターネットを通じて公開されていなかった情報にも、新たな利用が期待できるものあるこ

とから、公開可能な情報についてはすべて公開するという理念の下、積極的にインター

ネットを通じて公開していくことが求められる。 

また 同様の観点から独立行政法人や地方公共団体、民間企業等においても本ガイドライ

ンによる政府の取組を参考に、オープンデータを推進することが期待される。 

 

（出所）「二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）」

平成 25 年 6 月 25 日、各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定 

 

しかし、社会資本情報には、一部に個人情報が入っている場合がある。そうした場合には、

社会資本情報を不特定多数に公開することは不適切であり、特定の権限と資格等を持った専門

事業者等に、二次利用の対象を限定するなどの工夫も必要である。 

 

(3) GIS による社会資本情報の公開 

現在、自治体における社会資本情報は、GIS（Geographic Informa tion System ：地理情

報システム）の情報として公開される場合が多い（図表Ⅱ－9 ）。GIS による情報公開は、技

術的に容易であり、手間やコストがそれほどかからないからである。例えば、横浜市は、「よ

こはまっぷ」、「統計 GIS」、「横浜市行政地図情報提供システム」等の GIS によって、道路台

帳図情報、都市計画図情報、公共施設情報、公共下水道台帳図情報、地盤情報等を公開してい

る。ただし、GIS による情報公開は、Web 上での閲覧・縦覧に限定されており、データを自

由にダウンロードして利用できるという意味でのオープンデータ化とは異なっている。 

したがって、自治体が社会資本情報を新規に公開するにあたって、GIS の枠組みの中で提供

する方法が一つの選択肢となるが、これはオープンデータ化とは異なる点に留意する必要があ
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る。 

 

 

図表Ⅱ－9  GIS（地理情報システム）とは 

GIS（地理情報システム）とは、位置に関する様々な情報を持ったデータを加工／管理したり、

地図の作成や高度な分析などを行うシステム技術の総称です。複数のデータを地図上で重ね合わ

せ、視覚的に判読しやすい状態で表示できるため、分析結果の判断や管理もしやすくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国土交通省 HP「GIS とは」より 

http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/gis/guidance/guidance_1.html  

 

(4) 新たなプラットフォームの活用による社会資本情報のオープンデータ化 

最近では、既存の GIS とは異なる、新しいオープンデータのプラットフォーム（カタログ

サイト等）を構築して、その上に社会資本情報を乗せて、オープンデータ化するという方法が

出てきている。例えば、オープンデータの取組が進んでいる静岡県や鯖江市では、都市計画情

報をオープンデータプラットフォーム上で直接公開し、二次利用に供している。 

オープンデータプラットフォームの利用は、閲覧・縦覧及び非営利目的に限定される GIS

とは異なり、当初よりデータの二次利用を前提として、情報を提供するという点に特徴がある。 

 

(5) GIS とオープンデータが一体化した統合オープンデータとしての提供 

今後の基本的な潮流（トレンド）としては、GIS による情報提供とオープンデータ化の流れ

が一体となり、社会資本情報が、自治体で構築・提供される統合オープンデータの重要な構成

要素として位置づけられていくとの見方が多い。 

したがって、社会資本情報のオープンデータ化を進めていく際には、庁内における GIS の

高度化と、オープンデータ化の推進を効果的に統合していく取組を展開していくことが考えら

れる。 

 

http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/gis/guidance/guidance_1.html
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【合意形成の方法】 

(6) 庁内におけるオープンデータ化のメリット・成功事例の共有 

上記のような方向で社会資本情報のオープンデータ化を推進していくにあたっては、庁内の

合意形成、特に社会資本情報の管理・更新やデータベース作成等を所管する部署の理解と協力

が必要である。 

そのためには、自治体におけるオープンデータ化のメリットや成功事例、さらにはより上位

のビジョン（オープンデータ化の推進により当該自治体の目指すべき姿）を庁内で共有し、関

係部署の理解と協力を得るという方法もある。 

 

(7) 住民に対するオープンデータ化による地域ビジョンの提示 

社会資本情報のオープンデータ化の推進に向けては、自治体がその取組を推進することに対

する、住民の理解と賛同を得ることも重要である。 

そのためには、社会資本情報の活用によって、子育て環境の充実した地域や災害に強い地域

が形成され市民生活の利便性や安全性が高まること、また住民が都市計画（まちづくり）の立

案や実行に参画できる場と機会が増大すること、などのわかりやすい地域ビジョンを示すこと

が考えられる。 

 

 

3.3  管理・運用面に係る基本事項 

 (1) オープンデータの開発・管理・運用体制の構築 

前述の「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コ

ンソーシアム）において、社会資本情報に限らず自治体全体としてオープンデータ化を推進し

ていく場合には、全庁横断的なオープンデータの開発・管理・運用の体制を構築していくこと

が望ましいとされている。その理由は、オープンデータ化の推進には、データを保有している

各部署との連携・調整による横断的な取組みが必要になるからである。 

こうした横断的取組みを効果的・効率的に行うためには、業務推進に必要な人員、権限、予

算が確保され各部署から独立した、オープンデータ化推進組織を設置することが望ましい。 

 

(2) 社会資本情報所管部署とオープンデータ所管部署との円滑な連携構築 

道路関係情報をはじめとした社会資本情報は、土木関連等の部署が管理していることが一般

的である。一方、オープンデータ化する情報の管理は、情報システム関連の部署であることが

多い。 

現状では土木関連部署等の社会資本情報所管部署が独自でオープンデデータ化を推進して

いくためのインセンティブは働きにくい状況であり、オープンデータ所管部署による積極的な

働きかけが行われることが望ましい。 

また、社会資本情報は日々更新されているものであり、公開する情報に関しても適宜更新が

必要となるが、そのような場合を想定し、社会資本情報所管部署とオープンデータ所管部署と

のスムーズな情報の受け渡しや集約化が行われるようなルール作り、環境構築が望まれる。 

 

(3) 継続的な蓄積情報更新のためのアウトソーシングの推進 

現在、紙媒体で管理されている社会資本情報を電子化して蓄積することや、電子化された情
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報を適切に更新し管理していくことは自治体にとって新たに追加される業務とも成り得る。現

在、全国的に土木関連部署等の社会資本情報所管部署では職員数が減少傾向にあり、これらの   

新たな業務を職員が直接行うのは人的リソースの面から難しい事態も想定される。 

そのような場合には、社会資本情報の電子化やその蓄積を、自治体職員が自ら行うのではな

く、外部にアウトソースすることで効率的な情報の蓄積、管理が可能であると考えられる。 

 

(4) 運用規程・マニュアル類の整備 

社会資本情報の公開や更新を行っていく際には、その公開サイトの運用やデータ蓄積の方法

等に関する運用規定やマニュアル類を整備することが望ましい。 

運用規定・マニュアル類の記載項目例としては以下が考えられる。 

【自治体における社会資本情報の公開等に関する運用規定・マニュアルの記載項目例】  

○趣旨  

○用語の定義  

○管理者・運用管理の体制 

○サイトやシステムの構成  

○記載情報更新時の対応 

○障害時の対応  

○個人情報の保護・管理  

○セキュリティ 

 

(5) 職員に対するオープンデータ化の教育・啓発の実施 

自治体の職員レベルにおいて、オープンデータの意味や何の情報を公開すればよいかなどの

基礎的な事項が理解されていないことが一部で指摘されている。オープンデータ化の促進に向

けては、こうした職員の理解と賛同が必要であることから、職員の教育や啓発の取組を行うこ

とが望ましい。 

 

(6) セキュリティの確保とリスク管理体制の充実 

生成・蓄積される社会資本情報は、事故や災害等による散逸や消失を防ぐために、メインサー

バーの他にミラーサーバーを用意するなど、二重化して保管することが望ましい。 

蓄積している社会資本情報のアクセス権限は、特定事務所内限定、管轄部署内限定、提供者内

全体など、レベルを分けて制限を設けて制御し、改ざん等のリスクを極力排除するよう努める

必要がある。 

 

 

3.4  技術面に係る基本事項 
(1)  社会資本情報の正確性・信頼性の向上 

自治体が保有している社会資本情報のデータには、粒度が均一ではないデータも混在してい

る。特に、位置を特定する座標データには、数字の記載ミス、測定ミス、GPS 精度の不確か

さなど、実際の座標とは異なるデータが入っていることもある。（座標データは地図に表示す

れば間違いがすぐにわかるため発見しやすいという特徴を持つ）。また、「空欄」になっている

データの解釈が困難な場合も多い（データがないのか、該当する項目にあてはまらないのかの
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判断に困る場合）。 

一般的に自治体には、オープンデータ化の対象となる情報は正確性や信頼性が担保されなけ

れば出せない、という保守的な意識が働く。これに従うなら、自治体が社会資本情報をオープ

ンデータ化するにあたっては、行政内部の業務で使用するより一層、情報の正確性や信頼性の

向上に努める必要がある。 

このような努力を行う一方で、社会資本情報をオープンデータ化する際には、二次利用に際

して、全てのデータが最新状況に更新されていないこと、データの粒度が均一ではないこと、

データを地図表示する際には精度の限界があること（例：大縮尺地図表記された境界線は、図

面拡大時には曖昧なものになる等）などについて、利用規約やメタデータの中で明示すること

が重要である。 

他方、民間事業者等の中には、「データの公開時には、自治体側の責任でデータの確認や修

正を行なう必要はない」、「自治体保有のデータはそのまま公開すべきである」、「データのクレ

ンジング作業は民間事業者が担うべきである」などの意見もある。また、内容に誤りがあるよ

うなデータでも公開することで、情報サービス事業者やサービスの利用者から誤りの指摘等の

フィードバックを受けて、データを改善していけるメリットがあるとの指摘もある。 

 

(2)  社会資本情報のデータ構造・形式等の共通化の推進 

社会資本情報は、非常に多様なデータによって構成されており、データセットごとのファイ

ル形式等が異なるなど、複数データを統合して二次利用する際に、例えば次のような不都合が

発生している。 

■ 自治体における道路関連データの管理方法は、工種（道路、橋梁、トンネル）ごとに異な

り、管理上のデータのファイル形式も異なっている（Shape ファイル、CSV ファイル、

MDB ファイル、Excel ファイル、紙等）。このため、これらのデータを二次利用するにあ

たって、事業者側に、各々のファイル形式に合わせたプログラムの作成、ツールの準備等が

必要となるケースがある。 

■ 社会資本情報データ内のコードについて、データ提供元システムの著作権の関係でコード

対応表を事業者側に提供できないため、事業者側で確認したいコードを 1 つ 1 つ確認しな

ければならないというケースがある。 

■ 社会資本情報の中の路線名については、例えば「□□号線（番号記載）」、「〇〇〇線（名称

記載）」など、番号と名称の２つのパターンがあり、データの二次利用にあたって、事業者

側で名寄せが必要となるケースがある。 

自治体が社会資本情報の二次利用を積極的に促進するという視点に立つなら、社会資本情

報をオープンデータ化していく際には、データ構造（タグの付け方、表の形式等）、データ

形式（コード、フォーマット、ファイル形式等）、用語等の共通化をできるだけ進めること

が望ましい2 。 

なお、データ構造・形式等の共通化にあたっては、「二次利用の促進のための府省のデータ

公開に関する基本的考え方（ガイドライン）」（平成 25 年 6 月 25 日、各府省情報化統括責

任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に掲載されている「数値（表）、文章、地理空間情報のデータ

作成に当っての留意事項」及び、「オープンデータガイド第１版」（（平成 26 年 7 月 31 日、

                                                   
2 社会資本情報の中で、法定の道路台帳で管理されているデータの用語に関しては全国で共通化さ

れている。一方、法定管理されていない台帳の情報については、共通化の必要な部分がある。 
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オープンデータ流通推進コンソーシアム）が参考になる。 

 

(3)  社会資本情報の位置座標データの整合性の確保 

社会資本情報をオープンデータ化するにあたっては、位置情報の座標系の整合性に留意する

必要がある。位置座標データの整合性には、次の３つの側面がある。 

ア 「緯度経度座標」と「平面直角座標（XY 座標）」の整合 

自治体内部における社会資本（道路、施設等）の位置情報は、大縮尺（1 ／500 等）を

用いるので、平面直角座標（XY 座標）が圧倒的に多い。一方、民間企業等がアプリをつく

る場合は、緯度経度座標が適している（グーグルマップなどベースになる地図が緯度経度に

なっているため、民間からは緯度経度で出してほしいという要望が多い）。 

 

イ 「緯度経度座標」における測地系の整合 

緯度経度座標については、「日本測地系座標」と「世界測地系座標」が混在しており、整

合性に留意する必要がある。その際には、「二次利用の促進のための府省のデータ公開に関

する基本的考え方（ガイドライン）」（図表Ⅱ－１０）にも示されるように、平成 13 年の測

量法改正以前の日本測地系に基づく座標は、世界測地系に基づく座標に変換することが望ま

しい。また、「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年７月 31 日、オープンデータ流通

推進コンソーシアム）においても、地理空間データについては、世界測地系を利用すること

が望ましいとされている。 

 

図表Ⅱ－１０ 地理空間情報におけるデータの構造の留意事項 

【留意事項１】 

 地理空間情報のうち、位置情報に関するデータを付与する場合は、緯度経度座標を付

与する。付与する際、準拠している座標参照系（世界測地系等）を明記する。 

【解説】 

（前段省略）なお、平成 13 年の測量法改正以降、同法第 11 条 2 項に基づき、測量

の基準としては、世界測地系が使用されている。もし、法改正前の日本測地系での測量

成果を使用して新たにデータを作成する場合は、国土地理院が提供する「緯度・経度を

世界測地系に変換するためのソフトウェア 」により、日本測地系に基づく測量成果を

世界測地系に基づく測量成果に変換することが望ましい。   

 （出所）「二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）」

平成 25 年 6 月 25 日、各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定 

    ＜別添＞「数値（表）、文章、地理空間情報のデータ作成に当たっての留意事項」 

 

ウ 「緯度経度座標」における進法（60 、10 ）表記の整合 

自治体内部のデータでは、60 進法表記による緯度経度の表記（度・分・秒）が一般的で

ある。しかし、民間事業者が利用する場合、システム上 10 進法の数字のほうが処理しやす

い、またインターネット上の地図の緯度経度座標は 10 進法となっているなどの理由から、

60 進法を 10 進法へ変換することが行われる。したがって、二次利用を促進させるために

は、緯度経度座標の 60 進法から 10 進法への変換のルールを明確化にすることが望ましい。 
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(4)  オープンデータの属性を示す充実したメタデータの付与 

社会資本情報のオープンデータ化には、情報を二次利用する者が正確にデータの属性を理解

し利用できることが重要であり、そのためには充実したメタデータ（データに関する説明情報）

を付与することが不可欠である。 

必要なメタデータとしては、位置情報の座標系（平面直角座標／緯度経度座標、世界測地系

／日本測地系等）データの時点（測量、計測時点）、データの精度・範囲、内部業務固有デー

タの説明などが挙げられる。 

なお、メタデータの付与については、「オープンデータガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31

日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）にも記載されているので参照のこと。 

 

 

3.5  公開面に係る基本事項 

(1)  著作権等の権利関係の明確化 

道路台帳地図情報については、公開している自治体の多くは、著作権は当該自治体に帰

属するとしている。例えば、東京都港区は、「道路台帳の著作権は港区に帰属します」と

明示している。 

したがって、道路台帳地図情報に著作権が発生する場合、道路台帳地図の編集・加工・

複製や営利目的での利用には、著作権者である自治体の承認が必要になる。実際は、それ

らを禁止している自治体が多い。例えば、前述の港区では、「道路台帳の営利目的での利

用、道路台帳の編集・加工・複製、法令に違反した道路台帳の利用」の３つの行為は禁止

されている。 

一方で、オープンデータ化の観点から、著作権の有無、また自治体に著作権がある場合

には、著作権の不行使を含めて二次利用をどこまで許諾するかについて、明確に示すこと

が望ましい。 

 

(2)  GIS の情報のオープンデータ化に際しての再許諾の取得 

一般的に自治体が、GIS 上で公開している民間施設（店舗・飲食店等）の情報は、公開

すなわち閲覧・縦覧に対する情報所有者の許諾が得られたものである。しかし、GIS 上で

公開されている情報は、オープンデータ化を前提としていないため、情報所有者からオー

プンデータとしての利用許諾は得られていないのが一般的である。 

したがって、GIS の情報として提供されている情報のうち、民間施設の情報に係る部分

をオープンデータ化するにあたっては、改めて民間施設の情報を提供している者に許諾を

得る必要がある。 

 

(3)  社会資本情報データが「現況」と異なる場合への対応 

GIS で公開されている社会資本情報には、時点の古いデータが含まれている場合がある。

こうした古いデータをオープンデータとして提供した場合には、そのデータが「現況」の

情報と誤解される可能性がある。例えば、道路台帳情報と工事後の現状が異なっているこ

ともあるが、オープンデータ化されることによってそれが問題になる可能性がある。また、
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複数の情報をマッシュアップして使う場合には、新・旧の情報が混在することによる正確

性の低下が発生する。 

このように、自治体に蓄積されデータベース化されている社会資本情報が、現況と異な

る場合には、オープンデータ化する際にできるだけ現況に合わせること、メタデータとし

て時点を明確に表示することなどが必要である。 

 

(4)  個人情報や利権・利害に関わる情報への対応 

自治体が保有する社会資本情報のデータには、オープンデータ化を前提としていない場

合、個人情報や公開不可情報（矛盾情報等）が含まれていることがある（例：道路台帳地

図に民家名の記載）。したがって、社会資本情報のオープンデータ化にあたっては、こう

した個人情報や公開不可情報の削除や秘匿を、自治体の責任のもとで行なうことが必要と

なる。 

なお、社会資本情報データ内の個人情報や公開不可情報については、オープンデータ化

する際に入念な確認・修正作業が必要となること、特に図面や設計書などの構造化されて

いないデータについては、目視によるチェックなど手間のかかる作業が発生することを認

識しておくことが望ましい。 

一方、社会資本情報には、土地境界線等の市民の権利等に絡むデータが含まれている場

合もある。したがって、自治体はこうした市民の権利等に関わる情報が社会資本情報に含

まれている場合、どこまで責任を持って出せるかを検討することが望ましい。例えば、横

浜市行政地図情報提供システムでは、利用規約に「道路台帳図情報に記載されている市、

区及び町境線、筆界及び地番については図面作成時の公図を基に参考として記載されたも

のであり、地権者間の権利関係を表しているものではありません」と記載し、自治体側に

責任がないことを明示している。 

 

(5)  社会資本情報のオープンデータ化に伴う責任範囲の明確化 

社会資本情報のオープンデータ化にともない、以下のような点に関して、社会資本情報

提供者側の責任範囲を明確化しておくことが必要である。また、明確化した責任範囲は、

利用規約の中に免責事項等の形で明記しておくことも重要である。 

○データの品質（位置の精度、間違いの可能性等）に関する責任範囲 

○データの更新・追加時期に関する責任範囲 

○公開システムの運用（メンテナンスによる一時的な休止、サービスの中止等）に関

する責任範囲 

○データの利用に伴い利用者が損害・被害等を被った場合の責任範囲 

一方、自治体が、情報のオープンデータ化を躊躇する理由の一つとして、「情報のオー

プンデータ化によって責任問題等が発生した場合の混乱を懸念している」という点が指摘

されている。したがって、今後は、統一的な自治体と利用者間での責任分担や免責の明確

なルールづくり、問題発生時の調整・解決の仕組みづくりなどに取組むことが望ましい。 
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(6)  オープンデータ利用規約の作成及び GIS 規約との整合性の確保 

社会資本情報をオープンデータとして公開する場合には、利用規約の作成が不可欠とな

る。オープンデータの利用規約には、情報の二次利用は営利・非営利を問わず原則自由で

あることを明示することが望ましい。例えば、静岡県の「ふじのくにオープンデータカタ

ログ」で提供されるデータについては、「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 表示 2.1 」

のもとでライセンスされており、「共有 ― どのようなメディアやフォーマットでも資料

を複製したり、再配布できます」及び「翻案 ― 資料をリミックスしたり、改変したり、

別の作品のベースにしたりできます」（CC ライセンス「表示 2.1 日本」（CC- BY 2.1 JP ）

コモンズ証）と表示されている。  

一方で、自治体における既存の GIS の規約では、GIS システムから得られる情報に利

用制限をかけている場合が多い。例えば、上記の静岡県では、オープンデータカタログ上

で公開している都市計画情報（都市計画道路等）が GIS でも公開されており、その際の

利用規約では「著作権法上認められた行為を除き、掲載されている内容を無断で複製・転

用することを禁じます」と規定されている。 

このように、GIS とオープンデータが併存し、両者の規約に二次利用についての制限の

面で相違がみられる場合は、両者の相違を解消し整合性を確保することが望ましい。 

 

 

3.6  広域連携・官民連携の推進に係る基本事項 

(1)  広域連携の推進における基本事項 

道路を代表とする社会資本の多くは、線的・面的に広域に広がり、複数の自治体にまた

がっている。このため、情報を二次利用する側は、当該社会資本の広がる範囲での一体的

な情報の入手を望んでいる面がみられる。例えば、陸運事業者は、輸送路決定の際に道路

幅員情報を利用しているが、単独自治体だけの情報では意味がなく、利用予定道路の起終

点に及ぶ広域的な情報を必要としている。 

また、広域にわたる複数の自治体の社会資本情報を集約し、オープンデータ化すること

が有用である場合には、関連する自治体間でデータフォーマットの共通化が必要になる面

も出てくる。 

こうしたことから、社会資本情報のオープンデータ化は、自治体の広域連携によって進

めることが望ましい。 

 

(2)  官民連携の推進における基本事項 

先進的な自治体におけるこれまでの取組の経験によれば、自治体のオープンデータ化に

は、行政情報と民間情報のマッシュアップが不可欠である。しかし、民間情報を利用する

場合には、例えば、GIS で公開していた民間施設情報（店舗、飲食店等）をオープンデー

タ化する際に改めて許諾を取るのに苦労する。また市民の権利等に関わるデータ（土地境

界線等）を行政データと融合させることによって問題が出てくるなどの点が有識者によっ

て指摘されている。 

こうした点に対応していくためには、自治体の行政情報と民間情報のマッシュアップ
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データのルールづくりを進めること考えられる。 

一方、オープンデータの問題の一つとして、データを出す側とそれを二次利用する事業

者の間に、データの使い方等に関して、大きなコミュニケーションギャップがあることが

指摘されている。 

今後は、こうしたコミュニケーションギャップを埋めるとともに、オープンデータを

使ったアプリ開発等で官民をコーディネートできるような機能（人・組織）を育成してい

くことが考えられる。 
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４. 社会資本情報サービス事業者に明示すべき事項 

4.1  著作権と二次利用範囲の明示 

社会資本情報サービス事業者にとって著作権の扱いについては、非常に重要な考慮事項と

なるため、社会資本情報提供者は、予めオープンデータとして提供する社会資本情報を著作

物とするか否かの判断を明確にしておく必要がある。また、社会資本情報を著作物とする場

合には、オープンデータ化の許諾範囲、または制限範囲を明確にしておくことも必要である。 

 

（1 ） クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの利用 

社会資本情報提供者が社会資本情報に著作権を設定し、著作物としてオープンデータ化

する場合は、クリエイティブ・コモンズ・ライセンス（以下、「CC ライセンス」という。）

の表示 2.1 日本（CC ライセンスに規定される著作権利用許諾条件を指す。）に準拠する

事例が多い。なお、CC ライセンスの詳細については、「オープンデータガイド第１版」（平

成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）を参照すること。 

図表Ⅱ－１１ CC ライセンスの概要 

■クリエイティブ・コモンズとは： 

クリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CC ライセンス）を提供している国際的非営

利組織とそのプロジェクトの総称である。 

■CC ライセンスとは： 

インターネット時代のための新しい著作権ルールの普及を目指し、様々な作品の作者が

自ら「この条件を守れば私の作品を自由に使って良いですよ」という意思表示をするため

のツール。CC ライセンスを利用することで、作者は著作権を保持したまま作品を自由に

流通させることができ、受け手はライセンス条件の範囲内で再配布やリミックスなどをす

ることができる。 

■CC ライセンスの種類 

CC ライセンスは、全 6 種類（「表示」、「表示―継承」、「表示―改変禁止」、「表示―非

営利」、「表示―非営利―継承」、「表示―非営利―改変禁止」）ある。権利者は、自分の作

品がどのように流通してほしいかを考え、必要に応じて適切な組み合わせのライセンスを

選ぶことができる。 

この中で、CC ライセンス「表示」は、原作者のクレジット（氏名、作品タイトルなど）

を表示することを主な条件とし、改変はもちろん、営利目的での二次利用も許可される最

も自由度の高い CC ライセンスである。 

（出所）クリエイティブ・コモンズ・ジャパンのホームページ掲載情報を一部抜粋 

http://creativecommons.jp/licenses/#licenses  

 

CC ライセンスに準拠する場合には、例えば、図表Ⅱ－１２のような記述をすることが

望ましい。また、著作権の対象とならない数値データ、簡単な表・グラフ等のデータを提

供する場合は、CC ライセンスの適用はなく、自由に利用できる旨を記述する。 
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図表Ⅱ－１２ CC ライセンスに準拠する場合の記述例 

対象データの提供者が著作権を有する著作物の利用（複製、公衆送信、翻訳・変形等の

翻案等）については、クリエイティブ・コモンズ・ライセンス（以下「CC ライセンス」と

いう。）の表示 2.1 日本（CC ライセンスに規定される著作権利用許諾条件を指す。）によ

るものとします。 

（出典）「オープンデータ・アプリコンテスト」（オープンデータ流通推進コンソーシアム、 

総務省主催）の利用規約からの一部抜粋 

http://www.opendata.gr.jp/2013contest/terms/index.html  

 

なお、現在日本における CC ライセンスの中で最も制約の少ないのが、CC ライセン

ス「表示 2.1 日本」（CC- BY 2.1 JP ）である。データの複製や再配布、リミックスや

改変等営利目的での利用を含め、かなり自由度の高い二次利用が可能となっている。基

本的に出典を表示すれば自由な利用を許諾するというものである。 

 

（2 ） パブリックドメインの選択 

社会資本情報提供者が社会資本情報の著作権を放棄し、オープンデータ化する場合は、

パブリックドメイン（public domain ）を選択するという方法もある。パブリックドメ

インとは、著作権が発生していない状態、又は、著作権が消滅した状態のことをと呼ぶ。

データがパブリックドメインになると、著作権者によって差し止めや損害賠償等の権利が

行使されず、自由に利用できる。 

しかし一方で、パブリックドメインには、著作者人格権との関係など法的解釈の問題が

多く存在するため、実行の壁は高いとされている。こうした障壁の低減を図るために、ク

リエイティブ・コモンズは、CC ライセンスとは別に、万国共通の CC0 パブリック・ド

メイン・デディケーション（Creative Commons Zero ：Public Domain Dedication ）

というツールを提供している。これは、他の CC ライセンスが著作権を前提として「利用

の許諾を行う」のに対して、CC0 は著作権が生じている著作物やデータについて、自発

的に権利を放棄して、パブリックドメインにする試みである。 

世界では、スペインとドイツの国立図書館が平成 24 年に、CC0 パブリック・ドメイ

ン・デディケーション・ツールを利用し、書誌データを公開した3 。その目的は、データ

を効果的にパブリックドメインにし、そのデータが活用される可能性を広げることとされ

ている。また、それらのデータは Linked open data として公開されており、ウェブ上

で様々なソースからのデータをリンクでつなぐことを可能にする RDF(Resource 

Description Framework) が用いられている。 

このように自治体のオープンデータ化に向けては、CC0 パブリック・ドメイン・デディ

ケーションの利用も選択肢の一つとなる。 

なお、CC0 パブリック・ドメイン・デディケーションの詳細については、「オープンデー

                                                   
3 「国立図書館・博物館が CC0 ライセンスでデータを公開」 

More: http://creativecommons.jp/features/2012/04/4284/#ixzz2vp1DJ3p0  

Under Creative Commons License: Attribution  
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タガイド第１版」（平成 26 年 7 月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）を

参照のこと。 

 

 

4.2  データの正確性・品質等の明示 

社会資本情報サービス事業者にとって、提供されるデータの信頼性や品質は、重要な関心

事項となっている。したがって、社会資本情報提供者は、誤ったデータ、不確かなデータ、

解釈に迷うデータ等を確認の上減らす努力をし、二次利用に供するデータの正確性や信頼性

の向上に努める必要がある。その上で、オープンデータとして公開する際には、次の事項を

明示することが望ましい。 

 

(1) 位置データの精度についての基本事項の明示 

一般的に、通常の公共施設の位置データや、観光分野や福祉分野のマップ系アプリケー

ションで使用する位置データではそれほど高い精度は必要とされない。しかし、社会資本

情報では、例えば、精度の低い土地境界線等が示されると権利等に絡む問題を引き起こす

可能性がある。 

したがって、社会資本情報提供者は、位置データの精度については、そもそも高い精度

のデータではないこと、地図の拡大によってその表示精度はさらに下がること等の限界を

示すとともに、位置の精度は一切保証しない、位置に関わる問題が発生しても一切責任は

負わないなどの免責事項を明示することが望ましい。 

 

(2) データの品質についての基本事項の明示 

社会資本情報提供者が保有しているデータは、データの時点更新頻度によって粒度にバ

ラつきがあるなど、品質面で限界がある。 

こうしたことから、社会資本情報提供者は、オープンデータ化に際して、全てのデータ

の最新時点への更新が追いついていないこと、データの粒度が均一ではないことなどにつ

いて、利用規約やメタデータの中で正確に示すことが望ましい。 

 

 

4.3  許諾・遵守事項の明示 

社会資本情報提供者は、利用規約等を通して、情報のオープンデータ化に際して許諾（許

可）する事項や遵守事項を明示することが望ましい。既存の利用規約の事例にみられる許

諾・遵守事項としては、概ね以下が挙げられる（図表Ⅱ－１３）。 
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図表Ⅱ－１３ 許諾・遵守事項の例 

許諾・遵守事項例 内容 

著作権の対象とな

るデータのオープ

ンデータ化・二次

利用の許諾 

社会資本情報提供者が、社会資本情報に著作権を設定している場

合、オープンデータ化を推進するという方針のもとに、対象とする著

作権の不行使を含めて、許諾する範囲を明示する。 

許諾する範囲としては、入手した社会資本情報のデータのリミック

スや改変、第三者への閲覧、複製、頒布、貸与、販売等が挙げられる。 

＜詳細は、上記「著作権と二次利用範囲の明示」の項に記述＞ 

著作権の対象とな

らないデータの二

次利用の許諾 

オープンデータとして提供されるデータの中で、数値データ、簡単な

表・グラフ等の著作権の対象とはならないデータについては、著作権

の保護対象外であり、自由に利用できる旨を示す。 

著作物等への出典

／クレジットの記

載 

オープンデータの公開サイトから入手したデータの著作物への引用、

また第三者への提供の際に出典を記載することを示す。なお、CC ラ

イセンスを利用している場合には、定められている形式でクレジット

を記載すべきことを示す。 

関連法令の遵守 オープンデータの二次利用に際して、関連法令を遵守することを示

す。 

社会資本情報の提

供サイトへのリン

ク 

社会資本情報提供者がデータを提供しているサイトへの外部からの

リンクは、原則フリーとすることが望ましく、その場合にはそれを明

示する。 

 

 

 

4.4  制限・禁止事項の確認 

情報提供者は、利用規約等を通して、情報の二次利用に際して制限事項、禁止事項を示し

ている場合が多い。制限・禁止事項としては概ね以下が挙げられる（図表Ⅱ－１４）。 

図表Ⅱ－１４ 制限・禁止事項の例 

制限・禁止事項例 内容 

取得した社会資本

情報への新たな著

作権の設定 

オープンデータとして公開される情報の中で、社会資本情報サービス

事業者が、取得した社会資本情報を利用して、新たな編集著作物や

データベースの著作物を製作した場合は、新たな著作権の設定が考え

られる。 

公に証明する資

料、申請その他資

料としての利用 

オープンデータとして提供された社会資本情報の中で、地図情報の表

示区域等については、公に証明する資料、申請その他資料としての利

用は禁止される場合がある。   

取得したデータの

改ざん 

 

 

社会資本情報提供者から提供された情報の「改ざん」は、厳しく禁

止されているので遵守しなければならない。データの改ざんとは、「オ

リジナルデータを改変し、それをオリジナルデータだと偽ること」等

と定義し、合わせて表示する。 

なお、データの「改変」については、CC- BY ライセンスのもとで、

オープンデータとして提供される場合は、出典を明記したうえで自由

となっている。 
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4.5  免責事項の明示 

社会資本情報提供者は、利用規約等を通して、オープンデータ化に際して以下のような免

責事項を明示することが望ましい（図表Ⅱ－１５）。 

図表Ⅱ－１５ 免責事項の例 

免責事項 内容 

社会資本情報の提

供の全体に係る免

責 

社会資本情報提供者は、提供するデータの利用により、利用者又は第

三者が、直接又は間接的に被った損失・損害等について一切責任を負

わない、という趣旨を示す。 

社会資本情報の正

確性・信頼性等に

係る免責 

社会資本情報提供者は、提供するデータの正確性、信頼性、完全性、

網羅性、安全性、有用性、継続性、特定目的への適合性等について一

切保証しない、という趣旨を示す。 

社会資本情報の改

変・削除、提供サー

ビスの停止等に係

る免責 

 

オープンデータのサイト等で提供されるデータについて、事前予告な

く内容等の改変や削除、サービスの停止、サイトのアドレスの変更等

を行うことがあることを示す。また、それらによって利用者にもたら

される不具合やその他一切の影響、利用者に発生する損害について、

社会資本情報提供者は一切責任を負わない、という趣旨を示す。 

社会資本情報の利

用の際の動作環境

に係る免責 

社会資本情報提供者は、ファイル等のダウンロード、コンピュータ上

での正常動作等について一切保証しない、という趣旨を示す。 

社会資本情報の利

用者の非によって

発生した苦情・請

求に係る免責 

社会資本情報の利用者の本規約違反、もしくは利用者による第三者の

権利侵害に起因又は関連して生じた全ての苦情や請求については、利

用者自身の費用と責任で解決するものとし、社会資本情報提供者は一

切責任を負わない、という趣旨を示す。 

社会資本情報の利

用者の行動・判断

に伴う結果に係る

免責 

社会資本情報提供者より提供された情報に基づいて、利用者が下した

判断および起こした行動によりいかなる結果が発生した場合におい

ても、社会資本情報提供者は一切責任を負わない、という趣旨を示す。 

リンク先サイトの

利用によって発生

した問題に係る免

責 

 

社会資本情報提供者の Web サイトからリンクされている事業者等の

サイト（リンク先サイト）について、掲載情報の正確性、合法性等を

保証するものではないこと、またリンク先サイトの利用によって何ら

かの問題が発生した場合には社会資本情報提供者は一切責任を負わ

ない、という趣旨を示す。 

 

 

4.6  他の情報提供サイトの利用規約との関係の明示 

オープンデータとして提供される社会資本情報が、GIS のサイトなど他の情報提供サイト

においても公開されている場合において、オープンデータとしての利用規約と他の情報提供

サイトの利用規約が異なるときに、いずれの利用規約に従うべきかを明示することが望まし

い。 
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第 III部 二次利用促進編 

 第Ⅲ部二次利用促進編では、二次利用を促進するために、社会資本情報サービス事業者が

オープンデータ化された情報を二次利用するための基本事項・留意事項を解説する。 

 

1  社会資本情報提供者との関係における基本事項について 

1.1  利用規約の確認 

(1)  社会資本情報の利用規約の有無・内容の確認 

社会資本情報サービス事業者が、オープンデータ化された情報を利用するにあたっては、利

用規約や注意事項の有無を確認し、それらが存在する場合には内容を遵守する必要がある。 

以下に代表的な利用規約を示すと図表Ⅲ－１である。また、CC ライセンス4 を準拠してい

る場合には、図表Ⅲ－２のような表示がされることもある。 

図表Ⅲ－１ 「データカタログサイト試行版」の利用規約 

利用規約 

本サイトのデータカタログにメタデータを公開しているデータ及び当該メタデータ（以下「対象

データ」といいます。）は、以下の条件の下、自由に利用できます。 

 

第１条（国の著作権） 

 国が著作権を有する著作物の利用（複製、公衆送信、翻訳・変形等の翻案等）については、リソー

スごとのメタデータの resource_license_id 欄に記載するクリエイティブ・コモンズ・ライセン

ス （ 以 下 「 CC ラ イ セ ン ス 」 と い う 。 ） の 表 示 2.1 日 本

（http://creativecommons.org/licenses/by/2.1/jp /legalcode に規定される著作権利用許

諾条件を指す。resource_license_id 欄には「CC- BY 」と表記。）によるものとします。なお、数

値データ、簡単な表・グラフ等のデータは著作権の対象ではありませんので、resource_license_id

欄に CC ライセンスの記載がある場合でも、当該リソースのうち、これらの対象データについては

CC ライセンスの適用はなく、自由に利用できます。 

 

第２条（第三者の権利） 

 対象データの中に第三者が著作権その他の権利を有している場合があります。第三者が著作権を

有している箇所や、第三者が著作権以外の権利（例：写真につき肖像権・パブリシティ権等）を有

している対象データについては、特に権利処理済であることが明示されているものを除き、利用者

の責任で、当該第三者から利用の許諾を得るものとします。なお、対象データの中の第三者が権利

を有している部分の特定・明示等は、原則として行っておりませんので御注意ください（リソース

の全体が第三者の著作物であることが明らかな場合は、その旨をリソースのメタデータの

copyright 欄に明示します。）。 

 

第３条（無保証） 

 対象データの内容については、その正確性・網羅性、特定の目的への適合性等一切の保証をしま

せん。対象データを利用したことにより損害が生じても責任を負いません。 

 

第４条（他のサイトの利用規約との関係） 

 対象データが、政府の他のサイトにおいても公開されている場合において、当該政府の他のサイ

トの利用規約（法令に定める利用条件とは別に、当該サイトにおいて独自に設けられた利用条件を

                                                   
4  クリエイティブ・コモンズ・ライセンスのこと。第Ⅱ部オープンデータ化促進編の２．の「１）著作権と二次利用範囲の

明示」に詳しく記載 
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いいます。）と本サイトの利用規約が異なるときは、本サイトの利用規約が優先するものとします。 

 

第５条（準拠法と合意管轄） 

 本サイトの利用規約は日本法に基づいて解釈されます。本サイトの利用規約及び対象データの利

用に関する紛争については、当該紛争に係る対象データのデータセットのメタデータの publisher

欄に記載する組織の所在地を管轄する地方裁判所を、第一審の専属的な合意管轄裁判所とします。 

 

（利用に当たってのお願いと御注意） 

•御利用の際には、 CC ライセンスの適用外の数値データ、簡単な表・グラフ等のデータにつ

いても、できれば、出所（利用する対象データを含む①データセットのメタデータの作成者欄

に記載する組織名、②リソースの名称及び③リソースの URL ）の表示をお願いします。また、

利用状況等を把握したいと考えているため、できれば、本サイトの管理者あてに御一報をお願

いします。 

•利用に当たっては、関連法令を遵守してください。 

（出所）「データカタログサイト試行版」のホームページ 

http://www.data.go.jp/terms - of - use/terms - of - use/  

 

図表Ⅲ－２ クリエイティブ・コモンズ・ライセンスに準拠している場合の表示例 

 

         

      

（出所）クリエイティブ・コモンズ・ジャパンのホームページ掲載情報を一部抜粋 

 

なお、CC ライセンスの詳細については、「オープンデータガイド第 1 版」（平成 26 年 7

月 31 日、オープンデータ流通推進コンソーシアム）を参照すること。 

 

1.2  データの正確性・品質等の確認と訂正 

現在、公開されている、またはオープンデータとして提供されている社会資本情報の原

データ（社会資本情報提供者が保有・管理している）には、粒度が均一ではないデータも含

まれている。特に、位置を特定する座標データには、数字の記載ミス、測定ミス、GPS 精

度の不確かさなど、実際の座標とは異なるデータが入っていることもある。また、「空欄」

になっているデータの解釈が困難な場合も多い（データがないのか、該当する項目にあては

まらないのかの判断に困るなど）。 

社会資本情報サービス事業者にとって、提供されるデータの正確性や品質の水準は、コス

トやサービス提供の品質に大きく影響することから、特に留意すべき点の一つとなる。 

 

(1)位置データの精度について 
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社会資本情報の中に入っている位置データの精度については、そもそも高い精度のデー

タではないこと、地図の拡大によってその表示精度はさらに下がることなどに留意する必

要がある。 

 

(2)データの品質について 

二次利用に供するに当たって、データの時点更新頻度によって粒度にバラつきがあるなど、

品質面で限界がある等、社会資本情報サービス事業者は、このような社会資本情報提供者か

ら示される基本事項を踏まえるとともに、自らの努力でデータの正確性や品質を高めること

も、必要に応じて行うことが望ましい。 

特に、社会資本情報の中で重要な位置づけにある座標データについては、座標を基に地図

に表示すれば、データに誤り等がある場合、道路、橋梁、トンネル等が実際の位置との差異

あるなど、データの不正確性を発見しやすい。 

このような方法を用いて、データをデータクレンジング（データベースに保存されている

データの中から、重複や誤記などを探し出し、削除や修正などを行い、データの品質を高め

ること）していくことが望ましい。 

 

 

1.3  著作権等の権利関係の確認 

(1)  社会資本情報と個人情報の関係 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生

年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に

照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む）をいう。 

個人情報の取り扱いは、社会資本情報サービス事業者にとって非常に重要な問題となる

ので、提供される社会資本情報のデータに個人情報が含まれているか否かの確認を慎重に

行うとともに、含まれていた場合の対処方法については、社会資本情報提供者への確認を

しっかりと行うことが望ましい。 

 

(2)  二次利用の成果の著作権 

社会資本情報の原データに著作権がなくても、そのデータを使用した二次利用の結果作

成された、「編集著作物」又は「データベースの著作物」については著作権が認められる

場合がある。このため、社会資本情報サービス事業者は、社会資本情報の二次利用によっ

て作り出された成果が、編集著作物やデータベースの著作物に該当するか否かを、自ら確

認することが望ましい。 

 

(3)  社会資本情報の公開サイト及び付随ソフトウェア/プログラムの著作権 

社会資本情報の公開サイト（オープンデータの公開サイト等）及び同サイトで提供され

ている関連ソフトウェアの知的財産権は、作成した機関に帰属するとされる場合が多い。

例えば、静岡県のオープンデータ公開サイト（「ふじのくにオープンデータカタログ」）の
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利用規約では、「当サイト全体も編集著作物として、著作権の対象となっています」と明

示されている。また、同サイト上で提供される付随ソフトウェア/ プログラムについては、

製作者に著作権が発生する。したがって、社会資本情報サービス事業者は、公開サイトや

付随ソフトウェアを利用する場合、著作権の侵害とならないように留意しなければならな

い。 

一方、社会資本情報サービス事業者が取得した社会資本情報を利用して各種のサービス

を提供するサイトについては、作成した事業者に著作権が発生する。 

 

 

1.4  許諾・遵守事項の確認 

社会資本情報提供者は、利用規約等を通して、社会資本情報の二次利用に際して許諾する

事項や遵守しなければならない事項を示している場合がある。許諾・遵守事項としては概ね

以下が挙げられる。 

 

(1)  著作権の対象となるデータの二次利用の許諾 

社会資本情報提供者が、社会資本情報に著作権を設定している場合においても、オープ

ンデータとして公開するデータについては、広く二次利用を認めている。なお、社会資本

情報を GIS の情報として公開している場合には、営利目的で利用することや、無断で複

製・転用することなどが禁止されているので留意が必要である。 

社会資本情報の二次利用が許諾されている場合には、CC ライセンス5「表示 2.1 日本」

（CC- BY 2.1 JP ）に準拠していることが一般的である。 

CC ライセンス「表示 2.1 日本」（CC- BY 2.1 JP ）に準拠した場合の利用ルールは、

データの複製や再配布、リミックスや改変等営利目的での利用を含め、かなり自由度の高

い二次利用が可能となっている。 

 

(2)  著作権の対象とならないデータの二次利用の許諾 

社会資本情報提供者が、著作権を有するデータ（編集著作物やデータベースの著作物と

して認められる場合）においても、単なる事実や数値データ、簡単な表・グラフ等は、そ

れ自体としては著作物とはならない。 

したがって、これらのデータについては、著作権の保護対象外であり、社会資本情報サー

ビス事業者は、自由に利用できる。 

 

(3)  著作物等への出典／クレジットの記載 

社会資本情報サービス事業者が、オープンデータの公開サイトから入手した社会資本情

報を、著作物へ引用、また第三者へ提供する際には、出典／クレジットを記載することが

求められる場合がある。特に、CC ライセンスを利用している場合には、定められている

                                                   
5 クリエイティブ・コモンズ・ライセンスのこと。第Ⅱ部オープンデータ化促進編の３．の「）著

作権と二次利用範囲の明示」に詳しく記載 
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形式でクレジットを記載することが義務付けられているので遵守する必要がある。 

 

(4)  関連法令の遵守 

オープンデータとしての社会資本情報の利用に際して、「関連法令を遵守すること」と

示される場合には、関連法令を遵守する。 

 

(5)  社会資本情報の提供サイトへのリンク 

社会資本情報提供者が社会資本情報を提供しているサイトへの外部からのリンクにつ

いては、オープンデータのサイトである場合には、原則フリーとなっている。 

 

 

1.5  制限・禁止事項の確認 

社会資本情報提供者は、利用規約等を通して、社会資本情報の二次利用に際して制限事項、

禁止事項を示している場合が多い。制限・禁止事項としては概ね以下が挙げられる。 

(1)  取得した社会資本情報への新たな著作権の設定 

オープンデータとして公開される社会資本情報の中で、社会資本情報サービス事業者が、

取得した社会資本情報を利用して、新たな編集著作物やデータベースの著作物を製作した

場合は、新たな著作権の設定が考えられる。 

 

(2)  公に証明する資料、申請その他資料としての利用 

オープンデータとして提供された社会資本情報の中で、地図情報の表示区域等について

は、公に証明する資料、申請その他資料としての利用は禁止される場合がある。 

 

(3)  取得したデータの改ざん 

社会資本情報提供者から提供された社会資本情報の「改ざん」は、厳しく禁止されてい

るので遵守しなければならない。データの改ざんとは、「オリジナルデータを改変し、そ

れをオリジナルデータだと偽ること」等と定義される。 

なお、データの「改変」については、CC- BY ライセンスのもとで、オープンデータと

して提供される場合は、自由となっている。 

 

 

1.6  免責事項（情報提供者側）の確認 

社会資本情報提供者は、利用規約等を通して、社会資本情報の二次利用に際して、様々な

免責事項を示している。免責事項としては概ね以下が挙げられる。社会資本情報サービス事

業者は、こうした免責事項について留意することが重要である。 

(1)  社会資本情報の提供の全体に係る免責 

社会資本情報提供者は、提供する情報の二次利用により、利用者又は第三者が、直接又

は間接的に被った損失・損害等について一切責任を負わない、と明示する場合が多い。 
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(2)  社会資本情報の正確性・信頼性等に係る免責 

社会資本情報提供者は、提供する社会資本情報の正確性、信頼性、完全性、網羅性、安

全性、有用性、継続性、特定目的への適合性等について一切保証しない、と明示する場合

が多い。 

 

(3)  社会資本情報の改変・削除、提供サービスの停止等に係る免責 

オープンデータのサイト等で提供される社会資本情報については、社会資本情報提供者

から事前予告なく内容等の改変や削除、サービスの停止、サイトのアドレスの変更等を行

うことがあると示される場合がある。また、それらによって利用者にもたらされる不具合

やその他一切の影響、利用者に発生する損害について、社会資本情報提供者は一切責任を

負わない、と明示されることが多い。 

 

(4)  社会資本情報の利用の際の動作環境に係る免責 

社会資本情報提供者が、データファイル等のダウンロード、コンピュータ上での正常動

作等の機械的な側面について一切保証しない、ということが免責事項として示される場合

もある。 

 

(5)  社会資本情報の利用者の非によって発生した苦情・請求に係る免責 

提供された社会資本情報の二次利用者が、規約違反もしくは利用者による第三者の権利

侵害に起因又は関連して生じた全ての苦情や請求については、利用者自身の費用と責任で

解決するものとし、社会資本情報提供者は一切責任を負わない、と明示されることがある。 

 

(6)  社会資本情報の利用者の行動・判断に伴う結果に係る免責 

社会資本情報提供者より提供された社会資本情報に基づいて、利用者が下した判断およ

び起こした行動によりいかなる結果が発生した場合においても、社会資本情報提供者は一

切責任を負わない、と明示されることがある。 

 

(7)  リンク先サイトの利用によって発生した問題に係る免責 

社会資本情報提供者の Web サイトからリンクされている事業者等のサイト（リンク先サ

イト）について、掲載情報の正確性、合法性等を保証するものではないこと、またリンク先

サイトの利用によって何らかの問題が発生した場合には社会資本情報提供者は一切責任を

負わない、と明示されることがある。 
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2  社会資本情報サービス利用者との関係における基本事項 

以下は、社会資本情報サービス事業者が、オープンデータ化された社会資本情報を二次利用

した高付加価値サービスを、社会資本情報サービス利用者に提供するにあたって、留意すべき

事項を示している。 

 

2.1  利用規約の作成 

社会資本情報サービス事業者は、サービス提供にあたって「利用規約」を作成し公開する

ことが望ましい。最近の社会資本情報サービスは、クラウドの形態で提供されることが一般

的になっていることから、利用規約の作成にあたっては、「ASP ・SaaS の安全・信頼性に

係る情報開示指針」（平成 19 年、総務省公表）、「IaaS・PaaS の安全・信頼性に係る情報

開示指針」（平成 23 年、総務省公表）に準拠することが望ましい。 

上述のクラウド関連の情報開示指針や一般的なクラウドサービスの利用規約例を踏まえ

ると、社会資本情報サービスの内容の違いにかかわらず、利用規約に盛り込むべき基本的項

目としては、以下が想定される。 

○サービスの種類・内容、品質 

○サービスのセキュリティ対策 

○サービスの変更・停止・中止 

○サービスのサポート体制 

○サービスの会員登録、料金・決済方法 

○免責事項 

○禁止事項 

○著作権等の権利関係 

○個人情報の取扱い・保護関係 

○その他法的事項 

 

 

2.2  サービスの種類・内容、品質の明示 

(1)  サービスの種類・内容の明示 

提供する社会資本情報サービスについて、種類や内容を記述する。記述のイメージとしては、

例えば以下が想定される（図表Ⅲ－３）。 

 

図表Ⅲ－３ サービスの種類・内容の記述イメージ（既存サービス事例を基に表現を加工） 

サービス種類 サービスの種類・内容の記述イメージ 

情報検索とりま

とめ代行サービ

ス 

本業務サービスは、お客様より指定された地点・路線、地域に関する

情報を収集し、指定の形式による資料、あるいは局所的な GIS データ

等としてとりまとめ提供する「情報検索とりまとめ代行サービス」で

す。収集した情報は、印刷物、電子ファイルなどの形式で納品いたし

ます。 

総 合 情 報 提 供

サービス 

本サービスは、日本国内での利用に限定した、インターネットを介し

て Web ブラウザ上で動作する社会資本情報等の提供サービスです。
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本サービスには有償のサービスと無償のサービスがあります。有償の

サービスの提供については、会員であるお客様に限定しております。 

(2)  サービスの品質の明示 

提供する社会資本情報サービスについて、利用者がサービス品質を判断するに際して参考と

なる情報を明示する。記述すべき事項としては、データの品質管理、サービス稼働設定値、サー

ビスパフォーマンスの管理、認証取得、バックアップ対策・管理、SLA が想定される（図表

Ⅲ－４）。 

図表Ⅲ－４ サービスの品質に係る明示すべき事項 

 

 

 

2.3  サービスのセキュリティ対策の明示 

事業者の提供する社会資本情報サービスについて、どのようなセキュリティ対策を講じて

いるかを明示する（図表Ⅲ－５）。 

■セキュリティ（規定等） 

情報セキュリティに関する規定（基本方針、規定、マニュアル等）の有無、名称を記述する。 

■セキュリティ（基盤、ストレージ） 

サービス提供のシステム基盤やストレージに関して、ウイルス対策、記録、ID・パスワー

ドの運用管理、セキュリティパッチ管理などの状況や有無について記述する。 

■セキュリティ（ネットワーク） 

サービス提供のネットワーク面について、ファイアウオール、ネットワーク不正侵入検知、

ネットワーク監視、ウイルスチェック、ユーザ認証、記録、なりすまし対策等の状況や有無

について記述する。 

■セキュリティ（サーバ設置場所） 

サービス提供のサーバ設置場所について、利用しているデータセンター名・事業開始年、

建物利用形態、所在地、耐震・免震構造について記述する。 

 

  

SLA



43 

図表Ⅲ－５ サービスのセキュリティに係る明示すべき事項 

 

 

 

2.4  サービスの変更・停止・終了に係る事項の明示 

事業者が提供する社会資本情報サービス内容の変更、終了、停止の可能性や、対処方法につ

いて明示する（図表Ⅲ－６）。 

■サービスの変更・終了 

利用者へサービス内容を追加、変更、終了する可能性がある旨を明示する。 

また、サービス内容の追加、変更、終了に伴う事前告知、対応・代替措置、問合せ先等の

情報を示す。 

■サービスの停止 

利用者への事前の予告なしに、サービスの一部又は全部を一時的に又は一定期間停止する

場合があることを明示する。その場合には、事由も合わせて提示することが望ましい。事由

の例としては、例えば以下のものが挙げられる。 

○本サービスに係る設備等の保守または工事を実施する場合 

○本サービスに係る設備において突発的なトラブルが発生した場合 

○通信事業者の保守および工事またはトラブル等による通信の切断 

○天災等の非常事態に起因して通信事情が著しく輻輳(ふくそう)した場合 

○事業者側が本サービスの運営上又は技術上やむを得ず一時中断が必要であると判断した

場合 

また、サービス停止の事前告知（時期、方法）に関する情報を示す。 
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図表Ⅲ－６ サービスの変更・停止・終了に係る明示すべき事項 

 
 

 

2.5  サービスのサポート体制に係る事項の明示 

サービスサポート体制については、サービス窓口の情報（営業日・時間、サポート範囲・

手段）、サービス保証・継続（事故発生時の責任と補償範囲）についての情報を明示する（図

表Ⅲ－７）。 

図表Ⅲ－７ サービスのサポート体制に係る明示すべき事項 

 

 

 

2.6  サービスの会員登録、料金・決済方法の明示 

(1)  サービスの会員登録に係る事項の明示 

サービス利用に会員登録（有償）が必要な場合は、会員登録の手続きと留意事項、退会方法

と条件等について明示する。 

 

(2)  サービスの料金・決済方法の明示 

事業者が提供する社会資本情報サービスの料金及び決済方法について、明示する（図表Ⅲ－

８）。 

■サービスの課金方法と料金体系   

当該サービスの登録・入会に伴う料金、サービスの利用料金の課金方法と料金体系を明示

する。 

■料金の決済（支払い）方法 

当該サービスの料金の決済方法（口座振替、金融機関振り込み等）を示す必要がある。 
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■解約に係る事項 

利用者からの当該サービスの解約方法、ペナルティの有無、解約事前受付期限などの情報

を示す。 

図表Ⅲ－８ サービスの料金・決済方法等に係る明示すべき事項 

 
 

 

2.7  免責事項の明示 

社会資本情報サービス事業者の免責事項を明示する。免責事項は、取り扱っている社会資本

情報のデータ、サービスなどについて明示することが必要である。免責事項としては、例えば

以下が想定される。 

(1)  社会資本情報のデータの精度等に係る免責事項 

社会資本情報の原データ（社会資本情報提供者から取得したオリジナルのデータ）につい

ては、そのまま提供する場合には、次の点について明示する。 

○ 社会資本情報のデータの正確性、信頼性、完全性、網羅性、安全性、有用性、継続性、

特定目的への適合性等についていかなる保証もできないこと 

○ 社会資本情報は、何らの公的な効力や私的な拘束力を有するものではないこと 

○ 提供する社会資本情報と実際の社会基盤の状況に相違のある可能性があること 

また、原データを基に加工した加工データについても、原データの正確性の度合いが加工

データに反映されることなどから、加工データの精度や内容等の正確性、完全性、有用性等も

保証されないことの明示することが望ましい。 

さらに、社会資本情報サービス利用者が社会資本情報（原データ、加工データを問わず）を

利用した結果、利用者または第三者が直接的または間接的に被ったいかなる損害についても免

責となる旨を記述することが望ましい。 

 

(2)  サービス内容の変更・停止・中止に係る免責事項 

サービス内容の変更または停止・中止に伴って、社会資本情報サービス利用者または第三者

に直接的または間接的に発生したいかなる損害についても補償しない旨を記述することが望

ましい。 

また、社会資本情報サービス事業者が提供するサービスサイトにおいて、利用者自らが特定

地点を検索し社会資本情報の入手等のサービスを受ける場合、希望する特定地点のサービスが

受けられないことにより利用者に発生したいかなる損害についても責任を負わないことを明

記することが望ましい。 

(3)  サービス提供の動作環境に係る免責事項 
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サービスの利用にあたって、利用者側のコンピュータ上での正常な動作についても、保証で

きない旨を明示することが望ましい。 

 

 

2.8  禁止事項の明示 

社会資本情報サービス利用者への禁止事項を明示する。禁止事項としては、例えば以下が

想定される。 

(1)  権利侵害等に係る禁止事項 

○会員登録したユーザ ID・パスワードを第三者に譲渡または貸与する行為 

○事業者、他の利用者、第三者等の著作権等の知的財産権、その他の権利を侵害する行為、

または侵害するおそれのある行為 

○事業者、他の利用者、第三者等の財産もしくはプライバシーを侵害する行為、またはその

おそれのある行為 

○事業者、他の利用者、第三者等に不利益もしくは損害を与える行為、またはそのおそれの

ある行為 

○事業者の承認なく当該サービスを通じて、もしくは当該サービスに関連して営利を目的と

する行為、またはその準備を目的とする行為 

 

(2)  社会的な禁止事項 

○公序良俗に反する行為もしくはそのおそれのある行為、または公序良俗に反する情報を他

の利用者もしくは第三者に提供する行為 

○犯罪的行為もしくは犯罪的行為に結びつく行為、またはそのおそれのある行為。 

○事実に反する、またはそのおそれのある情報を提供する行為 

 

(3)  当該サービスに対する禁止事項 

○当該サービスの運営を妨げる行為、またはそのおそれのある行為 

○当該サービスの信用を毀損する行為、またはそのおそれのある行為 

○当該サービスを通じて、または当該サービスに関連してコンピューターウィルス等有害な

プログラムを使用し、もしくは提供する行為 

○その他、事業者が不適切と判断する行為 

 

 

2.9  著作権等の権利関係に係る基本事項の明示 

社会資本情報サービス利用者が留意すべき、社会資本情報等の著作権等の権利関係に係る

基本事項を明示する。明示すべき事項としては、例えば、以下が想定される。 

(1)  著作権に係る基本事項 

利用者に対して、第三者に提供することを目的とした社会資本情報の加工、再利用及び再配

信することなどの禁止 

事業者が公開された社会資本情報を使用して、情報の加工・編集、図の作成、データベース

の作成を行った場合には、それらが著作権法上の著作物（編集著作物、データベースの著作物
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などの二次的著作物6 ）に該当すること 

また、事業者自らが制作した地図、図面・図表やプログラムなども、「地図又は学術的な性

質を有する図面、図表、模型その他の図形の著作物」、「プログラムの著作物」に該当する場合

には、著作物となること 

 

(2)  地図情報を利用する場合の基本事項 

提供サービスの中で、地図情報（地図およびそれに関連する情報）を扱う場合は、著作権等

が複雑になるため、別途「地図の複製、出力、印刷等に関する注意事項（仮称）」などの規定

を作成し、それに従うこと 

特に、国土地理院の地図とセットとする場合は、国土地理院の「刊行物に少量の地図を挿入

する場合の規定」などに従うこと。 

また、地図情報については、無断で複製、改変、送信等を行なうことや、営利目的に使用する

ことはできない旨を表示 

 

(3)  社会資本情報提供者が課す制限事項 

社会資本情報提供者が利用上の制限事項を設定する場合がある。この場合、利用者に対して、

社会資本情報提供者が設定している制限事項の記述をそのまま再掲する。また、社会資本情報

提供者による制限事項が明確ではない場合には、「提供される情報には、社会資本情報提供者

から取扱い等に関する制限が課せられている場合があるため、詳細は社会資本情報提供者の

ホームページを参照すること、または直接問合せること」などの記述をすることが望ましい。 

 

 

2.10  個人情報の取扱い・保護に係る事項の明示 

個人情報の取扱いと保護に係る以下の事項について明示する。 

○利用者から取得する個人情報の種類、入手方法等 

○利用者から取得した個人情報の利用目的 

○利用者から取得した個人情報の第三者への開示の範囲・目的等 

○利用者から取得した個人情報保護の方針・措置 

○利用者から取得した個人情報の利用者による確認・訂正の方法 

 

 

2.11  その他法的事項の明示 

事業者は、利用者との間で生ずる紛争等の第一審の管轄裁判所、規約に関する準拠法（日

本法）について明示する。 

  

                                                   
6著作権法 第二条十一  二次的著作物 著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、

映画化し、その他翻案することにより創作した著作物をいう。 
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参考資料 

＜社会資本情報を利用した情報サービス事例＞ 

社会資本情報サービス事業者が社会資本情報を利用して提供している／提供可能なサービ

ス事例としては、例えば以下が挙げられる。なお、サービスは、二次利用領域を中心に一次利

用領域も含めた範囲を対象とした。 

図表 社会資本情報を利用したサービス事例 

 
サービス 

タイプ 
サービス名 サービス内容 

既存事例／ 

今後の可能性 

二

次

利

用

領

域 

高付加価値 位 置 座 標 情 報

変換サービス 

行政内部で管理している社会資本データ

の「平面直角座標（XY 座標）」を、二次利

用に供する際に「緯度経度座標」へ変換す

る。 

今後ニーズが高まる

と有識者予想 

高付加価値 社 会 資 本 維 持

管 理 コ ス ト 試

算サービス 

社会資本維持管理業務の包括受託者であ

る民間事業者が、必要コストの見積もりを

独自に行い、効率的な維持管理業務を行

う。 

今後ニーズが出てく

るとの意見あり 

プ ラ ッ ト

フォーム／

コンテンツ 

社 会 基 盤 情 報

プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム 提 供

サービス 

 

会費制を取り、会員（企業、大学等）に対

して社会基盤情報のデータと検索システ

ムを提供する。道路関係では、道路基盤地

図情報、道路供用開始公示情報、道路管理

データ等が提供されている。 

社会基盤情報流通推

進協議会（AIGID ）の

提供サービス 

プ ラ ッ ト

フォーム 

地 理 空 間 情 報

共 有 プ ラ ッ ト

フォーム 

GIS コンテンツの共有と利用に向けた、

マップ、アプリケーション、データの作

成・共有及びそれらにアクセスするための

クラウドベースのプラットフォームを提

供する。 

ArcGIS Online  

（esri ジャパン） 

一

次

利

用

領

域 

プ ラ ッ ト

フォーム 

道 路 台 帳 管 理

シ ス テ ム 提 供

サービス 

道路台帳の調書を路線・区間などの登録し

た属性情報から自動作成する。GIS 上でポ

リゴンやライン図形で道路図面管理を行

う。 

道路台帳管理システ

ム（A 社） 

プ ラ ッ ト

フォーム 

道 路 台 帳 図 面

作 成 シ ス テ ム

提供サービス 

道路台帳図を作成し、そのデータを骨格と

して道路台帳帳票を生成する。 

調書レベル道路台帳

図作成システム（B

社） 

 

＜ガイド使用図表の二次利用について＞ 

 図表Ⅱ- 9  

（注）本図表については、私的使用又は引用等著作権法上認められた行為を除き、国土

交通省に無断で転載等を行うことはできません。また、引用を行う際は適宜の方法

により、必ず出所を明示してください。図表の内容の全部または一部について、国

土交通省に無断で改変を行うことはできません。  


